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６月定例会（主な議決事項、議員発議、請願・陳情）

成
26
年
第
２
回
定
例
会

は
、
６
月
９
日
か
ら
６

月
26
日
ま
で
の
18
日
間
の
会
期
で

開
催
し
ま
し
た
。

月
13
日
か
ら
３
日
間
に

わ
た
り
行
わ
れ
た
一
般

質
問
に
は
10
人
の
議
員
が
登
壇

し
、
食
育
推
進
や
教
育
、
定
住
促

進
な
ど
、
執
行
部
と
活
発
な
論
戦

を
展
開
し
ま
し
た
。

案
さ
れ
た
一
般
会
計
補

正
予
算
（
１
億
１
８
８
５

万
円
・
累
計
２
６
２
億
７
８
２
万

８
千
円
）
や
豊
後
大
野
市
火
災
予

防
条
例
の
一
部
改
正
な
ど
６
議
案

と
諮
問
１
件
、
請
願
１
件
を
原
案

の
と
お
り
可
決
、
同
意
し
ま
し
た
。

　

今
定
例
会
に
は
、
延
べ
35
人
の

方
々
が
傍
聴
に
訪
れ
ま
し
た
。

平６提

の指定管理者がの指定管理者がの指定管理者が俚楽の郷伝承体験館の指定管理者がの指定管理者が決定
　俚楽の郷伝承体験館は前指定管理者の指定期間満了に伴い公募を行い、
選考した結果、奥豊後応援団を指定管理者として平成 26 年７月 1 日から
平成 29年 3月 31日までの期間指定するものです。

《主な事業》

保育所緊急整備事業
企業誘致推進事業
農地中間管理事業（新規事業）

3689万9千円
2164万7千円
1308万円

一般会計補正予算（第2号）

議員の権限
議員発議

地方財政の充実・強化を求める意見書

可
決全会一致

　被災地の復興や子育て、医療、介護などの社会保障、環境対策など、地方自治体が担う
役割は年々拡大しており、地域の財政需要を的確に見積もり、これに見合う地方交付税及
び一般財源総額を確保する必要がある。また、経済財政諮問会議などで法人実効税率の見
直しや償却資産に係る固定資産税の減免などが議論されているが、公共サービスの質の確
保を図るためにも、安定的かつ地域遍在性の小さい地方税財源を確立することが極めて重
要である。地方自治体の実態に見合った歳出・歳入を的確に見積もるためには、国と地方
自治体の十分な協議を保障した上で、地方財政計画、地方税、地方交付税の在り方につい
て決定する必要がある。
　よって、公共サービスの質の確保と地方自治体の安定的な行政運営を実現するため、平
成 27 年度の地方財政計画、地方交付税及び一般財源総額の拡大に向けるよう国の関係機関
に対し意見書の提出を行うものです。

あなたの意見や要望

請願・陳情
● 

少
人
数
学
級
の
推
進
な
ど
の
定
数
改
善
と
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
２
分
の

　

 

１
復
元
お
よ
び
制
度
の
拡
充
を
図
る
た
め
の
、
２
０
１
５
年
度
政
府
予
算
に
係

　

 

る
意
見
書
採
択
の
要
請
に
つ
い
て

　

三
位
一
体
改
革
に
よ
り
、
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
の
負
担
割
合
が
２
分
の
１

か
ら
３
分
の
１
に
引
き
下
げ
ら
れ
た
結
果
、
自
治
体
財
政
が
圧
迫
さ
れ
て
い
る
。
子

ど
も
た
ち
が
全
国
ど
こ
に
住
ん
で
い
て
も
、
一
定
水
準
の
教
育
を
受
け
ら
れ
る
こ
と

が
憲
法
上
の
要
請
で
あ
る
。
子
ど
も
の
学
ぶ
意
欲
・
主
体
的
な
取
り
組
み
を
引
き
出

す
教
育
の
役
割
は
重
要
で
あ
り
、
そ
の
た
め
の
条
件
整
備
が
不
可
欠
で
あ
る
。

　

こ
う
し
た
観
点
か
ら
２
０
１
５
年
度
政
府
予
算
編
成
に
お
い
て
、
次
の
事
項
が

実
現
さ
れ
る
よ
う
、
政
府
関
係
機
関
に
意
見
書
の
提
出
を
求
め
る
も
の
で
す
。

１　

少
人
数
学
級
を
推
進
す
る
こ
と
。
具
体
的
学
級
規
模
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
並 

　

み
の
豊
か
な
教
育
環
境
を
整
備
す
る
た
め
30
人
以
下
学
級
と
す
る
こ
と
。

２　

教
育
の
機
会
均
等
と
水
準
の
維
持
向
上
を
図
る
た
め
、
義
務
教
育
費
国
庫
負

　

担
制
度
の
負
担
割
合
を
２
分
の
１
に
復
元
す
る
と
と
も
に
制
度
の
拡
充
を
す
る

　

こ
と
。

● 

安
倍
内
閣
が
進
め
る
集
団
的
自
衛
権
容
認
に
反
対
す
る
請
願
書

　

安
倍
首
相
は
、
歴
代
政
権
が
禁
じ
て
き
た
集
団
的
自
衛
権
行
使
を
認
め
る
憲
法
解

釈
へ
の
方
向
性
を
明
ら
か
に
し
、
限
定
的
に
集
団
的
自
衛
権
を
行
使
す
る
こ
と
は
許

さ
れ
る
と
の
見
解
を
表
明
し
た
。
ま
た
、
武
力
攻
撃
に
至
ら
な
い
侵
害
へ
の
対
処
や

Ｐ
Ｋ
Ｏ
や
後
方
支
援
等
の
活
動
強
化
の
立
法
措
置
を
検
討
す
る
と
し
て
い
る
。

　

世
論
調
査
で
は
反
対
が
多
数
を
占
め
、
歴
代
内
閣
が
海
外
で
戦
争
す
る
こ
と
に
歯

止
め
を
か
け
て
き
た
憲
法
解
釈
を
国
民
に
問
う
こ
と
も
な
く
勝
手
に
変
更
す
る
こ
と

に
国
民
が
危
機
を
感
じ
て
い
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
立
憲
主
義
の
立
場
に
立
て
ば
、

日
本
の
在
り
方
を
左
右
す
る
解
釈
改
憲
は
認
め
ら
れ
な
い
。

　

市
民
の
平
和
と
安
全
、
安
心
を
守
る
た
め
に
も
現
行
の
集
団
的
自
衛
権
に
関
す
る
政

府
解
釈
を
堅
持
す
る
よ
う
、
政
府
関
係
機
関
に
意
見
書
の
提
出
を
求
め
る
も
の
で
す
。

― 

不
採
択 

―

― 

不
採
択 

―




